













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（55）　相澤編著・前掲註（ 4） 6 頁〔相澤＝郡谷〕、20頁〔相澤＝岩崎〕、76頁 &注
（ 3）〔相澤＝細川〕。
（56）　葉玉編著・前掲註（ 5）273頁、相澤他編著・前掲註（ 5）262～265頁。
（57）　相澤編著・前掲註（ 4）76頁注（ 3）〔相澤＝細川〕、葉玉編著・前掲註（ 5）
273頁、相澤他編著・前掲註（ 5）262～265頁。
（58）　積極説として、前田庸『会社法入門〔第12版〕』349、478頁（有斐閣、2009）、



























































































　Y 2 （債務者、相手方）は、平成26年 8 月 8 日から平成27年 1 月14日ま








1 月10日から平成27年 9 月30日まで同社の代表取締役だった者である（平
成27年10月24日には取締役から解任されている）。
　XがY 1 社・Y 2 を相手取り、①招集手続がとられず、株主の出席なく























　A社は、平成13年11月29日に、Y 1 社の株式 6 万株すべてを譲り受け、

















（67）　第一審では、平成26年株券の善意取得をめぐってY 2 が A社の実質的な支配
者であるとの主張がX側からなされているが、認定されていない。民集71巻 2 号
218頁。
26　　早法 94 巻 3 号（2019）
この間の平成27年 1 月14日、Y 2 は、一旦、Y 1 社の取締役兼代表取締役を辞任
している。）
　これを受けて、平成27年 8 月17日、Y 1 社は臨時株主総会を開催し、C



































































































































































































32　　早法 94 巻 3 号（2019）
条 2 項 3 号をめぐる立案担当者の解釈では、その定款自治に委ねられる権



















価証券上場規程402条 1 項 an）、有価証券報告書提出の際、 5 年に一度（変更があ
る際にはその都度当該変更部分のみ）定款の添付を求められるが（金融商品取引法
24条 6 項、企業内容等の開示に関する内閣府令17条）、Web 上などで任意に公開さ
れている場合を除き、殆どの非公開会社は、定款の閲覧・謄写等によって確認する
ほか無い。定款の閲覧・謄写請求権は株主・債権者等の一定の利害関係者のみに限











































34　　早法 94 巻 3 号（2019）








































































36　　早法 94 巻 3 号（2019）
















































































































































40　　早法 94 巻 3 号（2019）
される問題がある。例えば、取締役権利義務者（会社法346条 1 項）をめぐ
る問題である。特に、小規模閉鎖会社では、取締役会を置きながらもその




















































締役が書面をもって（会社法299条 2 項 2 号、 4 項）招集する必要がある。
本件のように代表取締役としてXがいるにもかかわらずあえて別の取締


































（99）　最高裁判所昭和46年 6 月24日第一小法廷判決民集25巻 4 号596頁。
（100）　こうした意味では、本件において最高裁判所は、代表取締役の選定について、
定款に定めることなくして株主総会の権限へと拡張することは許されないものとし






































（102）　川島・前掲註（65） 5 ～ 6頁。
（103）　中村・前掲註（65）113頁、若林・前掲註（65）46頁、川島・前掲註（65） 5
～ 6頁、大杉・前掲註（65）92頁。









































































































か、ということである。定款に明確に会社法362条 2 項 3 号を排除する趣
旨の規定を置くことから、単に「株主総会が代表取締役を選定できる」と
の規定のみを置く場合まで、多様な定め方が考えられる。他方、後述する











































































































































































































































362条 2 項 3 号の解釈をめぐる問題も、そうした事態を内包するものかも
（116）　民集53巻 2 号。
（117）　椿・前掲註（29）9～12頁。
株式会社法の強行法規性と定款自治をめぐる議論から見た「株主総会
によっても代表取締役を選定できる」とした定款規定の効力（長谷川）　　55
しれない。
〔追記〕脱稿後、下記の論文に接した。
原弘明「本件判批」關西大學法學論集68巻 3 号658頁以下（2018）。
中村信男「株式会社の規制区分と取締役会・株主総会間の権限配分を巡る定
款自治の射程」尾崎安央＝川島いづみ＝若林泰伸編『上村達男先生古稀記念　
公開会社法と資本市場の法理』115頁以下（商事法務、2019）。
